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訳者はしがき
　2017年 ₉ 月26日，日本比較法研究所の主催で「ヨーロッパにおける一人
自営業者（Solo-Selbstständigkeit）─労働政策及び社会政策における課題
─」をテーマとして，カリン・シュルツェ・ブショフ氏の講演会が開催さ
れた。本稿はこの講演内容の翻訳を記したものである。
　ブショフ氏は労働市場政策及び社会政策を専門とする研究者であり，
1992年にミュンスター大学にて博士号を取得し，その後，ベルリン社会科
学研究センター（Wissenschaftszentrum Berlin für Sozialforschung）やド
イツ労働組合総同盟（DGB）等での研究活動を経て，2013年よりドイツ
経済・社会科学研究所（WSI）の労働市場政策部門主任研究員に就任して
いる。この間の2008年には，ベルリン自由大学にて「非典型就業者の社会
保障に関するヨーロッパ諸国間の比較検討（Soziale Sicherung von aty-
＊　ドイツ経済・社会科学研究所（WSI）労働市場政策部門主任研究員
 　Karin Schulze BuSchoff
 　Head of the labour market policy section, WSI: Wirtschafts- und Sozialwissen-
schaftliches Institut
＊＊　中央大学大学院法学研究科博士課程後期課程在籍
比較法雑誌第52巻第 ₂ 号（2018）
132
pisch Beschäftigten im europäischen Vergleich）」をテーマとして教授資格
論文を執筆し，同大学にて教授資格を取得している。
　教授資格論文のテーマが示しているように，ブショフ氏は長年にわたり
非典型就業者に対する社会保障制度の在り方に関心を寄せ，研究活動を行
ってきた。その中でも特に，一人自営業者や新たな自営業（neue Selbst-
ständigkeit）に対する社会保障制度の在り方をテーマとして数多くの論稿
を執筆してきた。今回の講演会においては，ブショフ氏のこれまでの研究
成果を下地として，このテーマに関するドイツ・オーストリア・オラン
ダ・EU の政策動向についてご報告いただいた。
　本講演におけるブショフ氏の問題関心は，EU 各国において経済的な安
定性を欠いた一人自営業者が増加し，また多くの就業者の就業キャリアが
流動的かつ不安定なものとなる一方で，各国（特に，ドイツ）の社会保障
制度─とりわけ，公的年金制度等の老齢保障制度─がかかる現状に対
して十分な対応を採ることができているのかという点にある。かかる問題
意識の下で，ブショフ氏はドイツの公的な老齢年金制度について，①被用
者保険・職域保険としての性格を有するがゆえに，適用対象者が限定的で
あることと，②同制度の所得保障水準が十分とはいえないことを課題とし
て指摘している。すなわち，ドイツの公的年金制度は被用者と一部の自営
業者に加入義務を定めているに過ぎず，依然として大多数の自営業者には
その加入義務が及んでいない。また仮に公的年金制度への加入が認められ
るとしても，同制度の下では，保険加入期間と当該期間内に負担した保険
料額に応じて年金保険給付額が算定されることになるため，僅少的な収入
しか得ていないか，あるいは保険への未加入期間の長い就業者は僅かな額
の年金しか得ることができないのである。
　そのうえで，ドイツの公的年金制度が抱える課題を改善するうえでの示
唆を得るべく，ブショフ氏はとりわけオーストリア・オランダの公的年金
制度を参考にしている。オーストリアの公的年金制度も被用者保険として
スタートしたものの，法改正を経て，被保険者資格が拡大されるようにな
り，さらに，年金給付の最低保障水準が定められる等，前述したようなド
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イツの公的年金制度が抱える課題を克服しようという動きが見られる。他
方，オランダの公的年金制度は雇用・就業との関連性を有しない。すなわ
ち，国内に居住する者には広く被保険者資格が認められ，また，就業記録
に一切関わりなく国内での居住年数のみを基礎として保険給付が算定され
る仕組みが構築されている。
　ドイツの公的年金制度が今後もなお被用者保険・職域保険としての性格
を維持しながら，オーストリアのように制度改正を進めていくべきである
のか，あるいは，被用者保険・職域保険としての性格をもはや捨て去り，
オランダのモデルを参考にしながら，制度を抜本的に改変すべきであるの
か。ブショフ氏は制度改革に関する具体的な方向性を示していないもの
の，ドイツの公的年金制度改革をめぐる今後の議論の中では，上述した各
国法のアプローチは一層注目されていくことになるのではないだろうか。
　ドイツとは異なり，「国民皆年金」が実現しているわが国においては，
被用者保険たる厚生年金保険の被保険者資格を有しない自営業者について
も，もう ₁ つの公的年金である国民年金制度が老齢期の所得保障をある程
度は実現しているものといえる。このように，日独においては制度的な前
提が違うということにはもちろん十分に注意を払うべきであろう。とはい
え，わが国の国民年金制度をめぐっては，厚生年金保険に比して十分な所
得保障機能を有しているとはいい難いことや被保険者の保険料負担等の問
題点が既に指摘されている。かかる問題点を踏まえると，国民年金制度に
よる自営業者の老齢保障には限界があり，したがってわが国においても自
営業者に対する公的年金制度の在り方が検討される必要があるといえる。
このようなわが国の文脈においても，上述したヨーロッパ諸国におけるア
プローチは少なからぬ示唆を与えてくれるのではないだろうか。オースト
リアのモデルは被用者保険たる厚生年金保険の制度改正を，オランダのモ
デルは国民年金の制度改正を検討するうえで参考となりうるように思われ
る。
　いずれにせよ，自営業者が抱える問題は社会保障法の領域にのみ存する
わけではない。彼らの生計・生活の基礎を形成することになる報酬等の就
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業条件に関しては，他の法領域─とりわけ，労働法─においても何ら
かの対応が求められることになろう。かかる問題については，引き続き，
労働法と社会保障法をはじめとした各法領域において議論を深めていく必
要があるのではないだろうか。
I．は じ め に1）
　近時，多くのヨーロッパ諸国において，自営的な就業の増加が見受けら
れる。また，伝統的な自営業者像（例えば，中小規模の事業を営む者等が
この伝統的な自営業者像に含まれる）にはそぐわないような自営業者が増
えつつある。自営業者は様々な就業形態から構成されており，その多様性
の傾向は強まっている。彼らの活動分野や職業領域も広範なものである。
「新たな」自営業者（„neue“ Selbstständige）には，IT のエキスパート，
企業コンサルタントやクラウドワーカーが含まれるが，左官職人（Mau-
rer）や大工，トラック運転手あるいは在宅介護従事者（häusliche Pflege-
rin）も含まれる。新たな自営業者の多くは，自ら蓄積した知識やキャリ
アに基づき活動を行い，起業に際して，経済資源や人的資源をあまり要し
ない。したがって，資産価値を全く有しないかあるいはほとんど有しない
者が零細事業者や一人自営業者として起業することも多い。多くの国にお
いて，零細事業者が増加している原因は何であろうか。とりわけ，事業部
門や事業機能の外部化が進んでいることや，企業組織が分散化しているこ
と，雇用政策における規制緩和，サービス部門の重要性の増大，そして，
プラットフォームエコノミーのような新たなビジネスモデルの登場がその
原因として指摘できよう。EU の平均でいえば，既に自営業者全体のうち
の ₃ 分の ₂ 以上を一人自営業者が占めている。ちなみに，ここでいう一人
自営業者とは，自らの事業を経営するか，あるいは，独立して自らの職業
1）　本稿執筆にあたり，ドイツ経済・社会科学研究所の元同僚である Nadine 
Absenger 氏（2017年 ₉ 月 ₁ 日よりドイツ労働組合総同盟（DGB）の法律顧問）
より有益な示唆を得た。同氏に対して謝意を表したい。
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を遂行する者であって，通常は従業員を雇用していない者を指す。
　就業者の立場からすれば，被用者としての就業機会が無いことが一人自
営業者として活動することの動機となりうる。しかし，自ら進んで従属的
な雇用よりも一人自営業を好む者も多い。多くの一人自営業者にしてみれ
ば，高い独立性と自由は従属的雇用との対比でメリットとして評価される
ことになる。もっとも，自営業者の場合，受注状況が流動的であることや
それに伴う経済的な不安さらには社会保障制度による保障を受けられない
ことはデメリットとして評価されることになる。こうした不安定な状況
は，社会保障制度や労働組合の組織化・利益代表といったテーマに関する
新たな課題を惹起するものである。一人自営業者は使用者ではないし，被
用者でもない。そのために，労使関係という網の目から零れ落ちることと
なる。したがって，一人自営業者は伝統的な利益代表システムにも適合し
ないこととなる。とりわけ，「新たな」自営業者の問題は労働組合にとっ
ての課題といえる。
　「新たな自営業」に加えて，就業の混合化（Hybridisierung der Erwerbs-
arbeit）を EU 加盟国内の労働世界における重要な特徴として挙げること
ができる。すなわち，従属的雇用から独立的就業へ，また，その反対に独
立的就業から従属的雇用へといったように，就業形態が流動的に変化して
いくことが就業キャリアを特徴付けるほか，独立的な就業と従属的雇用を
兼業すること（いわば，複業（Mehrfachbeschäftigungen））が就業キャリ
アを特徴づけるというケースも増えているのである。僅少的なパート就業
や僅少的な自営的活動もまた，それ自体が ₁ つの就業として，就業キャリ
アにおいて重要視されているのである。
　さらに，労働世界のデジタル化やオンラインプラットフォームの利用の
増加といった事情を背景として，自営業の新たな形態が重要視されてい
る。使用者ないし発注者は，デジタル技術を利用することによって取引費
用を削減することができるようになる。同時に，オンラインプラットフォ
ームによって，発注者は，自社の抱える業務を外部の受注者に対して柔軟
に委託することが可能となる。かかる委託は高い透明性を兼ね備え，受注
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者─発注者間の迅速な連携をも可能とする。このような外部委託におい
て，事業上のリスクは受注者及び需要者に転嫁されることとなる。特に，
プラットフォームエコノミーは，サービス提供としての性格が強く，ま
た，多くの投資を要しないビジネスフィールドにおいて普及している。プ
ラットフォーム上で提供される活動は，高度な開発業務にはじまり，単純
かつ単発の業務に至るまで多種多様といえる。2025年には，金融，人材，
宿泊，自動車，音楽・ビデオ配信という ₅ つの主要分野において，プラッ
トフォームエコノミーが3350億ドルもの市場規模を有するビジネスに成長
するであろうことが指摘されている（この点については，（Peterson 
2015）を参照）。この間，多くの者がプラットフォームを介して就業して
いる。そのうちの多くは副業としてプラットフォーム上で活動する。特徴
的なこととして，通常，プラットフォームは単に取引の仲介者（Vermitt-
ler）として理解されており，プラットフォームにおいて活動する就業者
は全て自営業者として扱われている。その結果，かかる就業者には，最低
賃金，解雇制限あるいは社会保障といった被用者の保護に資する権利は与
えられないことになる（この点については，（Klebe 2017）を参照）。
　総じていえるのは，こうした労働世界の展開は社会政策に対して特別な
課題を惹起しているということである。本稿においては，このことを念頭
に置きつつ，特に以下の問題を重点的に検討したいと考える。すなわち，
「現在の社会保障制度は『新たな』自営業者や就業の混合化といった現象
に適したものといえるのか？」，「自営業者及び複業従事者への社会保障に
関して，EU レベルでの規制がどれほどまでに資するものといえるのか？」，
そして，「自営業者及び複業従事者への社会保障に関して，EU 諸国間の
比較を行うことによって，他国（とりわけドイツ）にとって模範となるよ
うな制度枠組みを構築するうえでの手がかりは得られるのか？」という問
題を本稿においては検討したい。
　以下では，各国比較として，ドイツ・オランダ・オーストリアの現状に
焦点を当てつつ，法規制に関する必要最低限の要求として，自営業者や複
業従事者，あるいは上述したような混合的就業キャリアの下にある者の老
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齢期の貧困への対応について検討したい。
II．前提として：現状の確認
　他の EU 加盟国の多くと同様に，オランダ，オーストリア，ドイツにお
いても，自営業は重要視されてきた。1992年において，オランダの全就業
者に占める自営業者の割合は10％程度であったものの，2015年にはこの割
合が15％にまで上昇している2）。同じく，1992年において，オーストリア
の全就業者に占める自営業者の割合は10.5％であったものの，2015年には
11％に微増している。また，同時期のドイツの自営業者の割合についても
8.3％から9.6％へと上昇が見られる3）。
　自営業者数が増加している現状の中でも，特に一人自営業者の占める割
合が増してきたことが指摘できる。ドイツ・オランダ・オーストリアのい
ずれにおいても，1992年から2015年の間に，全就業者に占める一人自営業
者の割合は増加している。すなわち，1992年において，ドイツの全就業者
に占める一人自営業者の割合は3.7％にとどまっていたものの，2015年に
は5.3％にまで上昇している。同様に，同時期のオランダにおいても，一
人自営業者の割合は6.3％から11.5％へと上昇している。つまり，2015年時
点でのオランダにおける就業者のうち，10人に ₁ 人は一人自営業者という
ことになる。同時期のオーストリアにおいても，一人自営業者の割合は5.6
％から6.6％へと上昇している4）。
　さらに，ヨーロッパにおいては，多くの人が複数の仕事をかけ持ちして
いる状況が認められる。2014年において，EU 全体でみると，約880万人
（すなわち，全就業者のうちの ₄ ％）が自らの本業のほかに，最低でも ₁
つ以上の就業活動に従事している。そして，こうした複数の仕事に従事す
る就業者数は，2005年時点での数値と比較すると13％ほど上昇していると
2）　Conen et al. (2016), S. 7.
3）　Conen et al. (2016), S. 132.
4）　Conen et al. (2016), S. 134.
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いえる5）。特に，ドイツにおいては，この数値が顕著に増加している。す
なわち，2005年においては，副業従事者数は100万人程度であったのに対
して，2015年には200万人を超え，その数は ₂ 倍以上となっている6）。ま
た，ドイツにおいては，15歳以上の全就業者のうち，約 ₅ ％の者が副業を
行っているものとされる。このうち，副業を自営的に行う者の割合は38％
である。そのため，ドイツにおいては，本業を行う者の中における自営的
就業者の割合よりも副業を行う者の中における自営的就業者の割合の方が
大きいといえる。過去数年において，本業を自営的に行う者の数が減少し
ているのに対して，副業を自営的に行う者の数は増加しているのである7）。
　労働市場の動向や就業者数の増加を背景として，ドイツにおいては，過
去10年間で全就業者に占める副業従事者の割合が3.4％（2005年）から5.1
％（2015年）へと増加している。同時期のオーストリアにおいても，副業
従事者の割合は ₄ ％から4.5％へと上昇している。さらに，オランダの状
況は特に注目すべきであろう。オランダにおいては，2005年の段階で既に
全就業者のうちの6.1％が複数の就業活動に従事していたのであるが，
2015年段階では，この割合が8.7％にまで上昇しているのである。つまり，
2015年現在のオランダにおいては，全就業者のうちの約10人に ₁ 人が ₂ つ
以上の就業活動に従事していることとなる。オランダにおいては，一人自
営業者の割合が増加しているのみならず，複業従事者の割合も顕著なまで
に増加しているのである。
　標準的労働関係の浸食を背景として，就業形態が安定せずに，流動的に
なる者が増加している。自らの就業キャリアの中で，少なくとも一度は自
営業に従事する者や，自営的か従属的かを問わず，副業に従事する者の数
が増えているのである。Kay, Schneck, Suprinovič ₃ 氏の分析によれば，
過去10年においては，従属的雇用から自営業へ，また，その反対に自営業
から従属的雇用へといったように，就業形態が流動的に変化する者が増加
5）　Crößmann/Mischke (2016), S. 58.
6）　Eurostat (2016).
7）　Suprinovič/Norkina (2015), S. 19.
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するとともに，それのみならず，混合的な自営業（hybride Selbstständig-
keit）─すなわち，自営業と従属的雇用を同時並行的に遂行する者─
もまた，増加し続けているという。
　このような現状は，社会保障とりわけ老齢保障に関して重要な課題を惹
起しているといえよう。このような流動的な就業キャリアの下にある者を
社会保障の諸制度，特に公的な老齢年金制度へと包摂するための方法とま
たその保障範囲をどのように制度設計すべきなのであろうか？
　以下では，„good practice“ を紹介することを目的として， ₃ つの EU 加
盟国を例にとりながら，各国の（強制加入の）公的な老齢年金制度につい
て重点的に検討を行いたい。果たして，どの国の公的な老齢保障制度が，
自営業者及び複業従事者の保護（特に，老齢期の貧困からの保護）のため
に適切に対応できているといえるのであろうか。
　また，補足的にではあるが，各国比較のほかに，EU レベルでの社会政
策及び就業政策についても焦点を当てたい。EU レベルでは，いかなるア
プローチによって，労働市場の構造変化や就業の混合化という現象に対応
しようとしているのであろうか。
III．各国レベルでの社会政策上の規制
　以下では，各国比較として，ドイツ・オランダ・オーストリアにおける
自営業者及び複業従事者のための公的な老齢保障に焦点を当てたい。オー
ストリアを比較対象国として選出したのは，同国の公的な老齢保障制度が
明確に保険原理や等価原則に基づく（versicherungs- und äquivalenzba-
siert）ものであり，その前提条件がドイツと類似しているためである。他
方，オランダにおいては，収入の額に左右されずに公的な老齢年金である
基礎年金が支給されており，ドイツとは根本的に異なる制度体系を採るも
のといえる。
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1 ．ドイツの規制
　ドイツの法定年金保険は所得額に応じて支給される性格が強く，また，
等価原則（Äquivalenzprinzip）に則したものである。すなわち，年金は就
業記録（Erwerbsbiografie）を反映し，このことが明確に原則化している。
かかる原則の下では，保険加入期間において納付した保険料額が第一義的
に給付額を決定づける要素となる。そして，保険料は労使が折半で負担す
る。給付額の算定においては，保険料納付期間のほか，子が生まれてから
₃ 歳に達するまでの間の育児期間や家族の看護・介護（Pflege）を行った
期間等もまた考慮されることになる（社会法典第 ₆ 編55条以下を参照）。
　21世紀初頭以降，年金保険料率の安定化を第一の目的とした年金給付の
引き下げを伴う政策的攻撃（politische Stoßrichtung）と「年金削減改革
（Rentenkürzungsreformen）」が講じられた。長期的に見れば，これらの
攻撃や改革は，就業の混合化の増加や低賃金部門の拡大，そして，断続的
な就業キャリアの増加といった事情と相まって，将来において年金を受給
する者にとっての貧困リスクを高めるものであったといえる8）。既に年金
を受給していた者の年金受給額と比べると，その後新たに受給者となった
者の年金受給額が著しく低いことは，今日において既に証明されている9）。
　自営業者のための社会保障に関していえば，ドイツの立場は他の EU 諸
国と比べてみて特殊なものといえる。すなわち，多くの EU 諸国が公的保
険への強制加入を定めることにより，自営業者を制度上カバーしているの
に対して，ドイツにおいては，ビスマルク以来の社会保障の伝統に則り，
一部の自営業者についてのみ特別に公的保険への強制加入が認められるに
とどまる。この背景には，自営業者は自らリスクに備えることができ，ま
た，被保険者の連帯による集団的な保護を要しないという考えが存すると
いえる。一部の自営業者を社会保障制度に包摂する特別規定が存するとい
う例外はあるものの，こうした考え方は今日まで妥当しているものといえ
る。こうした一部の自営業者については，要保護性を有するために，次第
8）　Blank/Schulze Buschoff (2013), S. 9, und Hinrichs (2012).
9）　Trischler (2012), S. 254.
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に公的な老齢保障によってカバーされていくこととなった。今日では，約
₄ 分の ₁ の自営業者については，年金保険への加入を義務付ける特別な仕
組みが存するといえる。この仕組みの下での保険の条件は職業グループご
とにかなり異なる。老齢保障への強制加入義務は以下の者について生ずる
こととなる。すなわち，家内工業者（Hausgewerbetreibende），教師・そ
の他の教育者（Erzieher），介護士，助産師，水先案内人，沿岸航行士
（Küstenschiffer），沿岸漁師（Küstenfischer），手工業名簿に登録している
手工業者，煙突掃除職人（Bezirksschornsteinfegermeister），芸術家・ジ
ャーナリスト，農場主，その他の自由業者（弁護士，公証人，医師）及び
被用者類似の者（社会法典第 ₆ 編 ₂ 条 ₉ 号を参照）である10）。
　自営的な芸術家及びジャーナリストについては，1983年以降，芸術家社
会金庫（Künstlersozialkasse）が戧設されたことにより，疾病保険及び年
金保険への加入義務が課されている。この金庫における保険料額は当該年
度における見込み年収に基づいて決定される。同金庫における被保険者
は，被用者保険の他の被保険者と同様に，保険料額の半分を負担しなけれ
ばならない。残る半分の保険料については，国からの補助金と委託者が納
付すべき芸術家のための社会保険料（Künstlersozialabgabe）によって賄
われることとなる。
　その他の自営業者，特に，「新たな自営業者」とされる者が11），従前か
ら公的保険への加入を義務付けられてきた自営業者のグループや被用者と
同様に自らの労働力を売らざるを得ず，彼らと同じく老齢，疾病，失業な
いし受注の喪失といったような社会的なリスクにさらされていることは明
らかである。そうであるからこそ，全ての職業における自営業者のため
に，公的な老齢保障への加入義務を拡大することが求められているのであ
る12）。
10）　この点に関する詳細については，Fachinger (2016) 及び Schulze Buschoff 
(2016a) を参照されたい。
11）　Schulze Buschoff/Schmidt (2007), S. 71; Bögenhold/Fachinger (2012), S. 7.
12）　この点については，Fachinger (2016); Fachinger/Frankus (2011); Fachinger 
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　自営業者のための老齢保障に関する今日の既存の規制は局部的なもので
あり，また，選別的なものでもある。就業形態及び職業の如何によって，
社会法上の保護はかなり異なったものとなる。そのために，時として，就
業上の地位の変更及び職業の変更は著しい不利益をもたらしうるのであ
る。最低限の保障が欠けているために，特に，以下の者については老齢期
の貧困リスクが生ずるものといえる。すなわち，
　 ₁ ．年金保険の加入義務が及ばない自営業者，
　 ₂  ．年金保険の加入義務が及ぶものの僅かな所得しか有しない自営業者，
　 ₃  ．就業キャリアが流動的な者，とりわけ，そのキャリアにおいて年金
保険の加入義務が及ばない自営業者として就業したことがある者ある
いは僅少的な就業を経験した者，
である。
　他の EU 加盟国においては，僅少的な収入しか得られない者であっても，
平均収入を有する者よりも高率の所得代替率（Ersatzquote）が設定され
ることによって，老齢期の貧困からより適切な形で保護されているものと
いえる。その一方で，ドイツにおいては，平均収入を有する者と平均収入
の半分しか収入を有しない者の年金の所得代替率は同じ（42％） であ
る13）。EU 各国の年金制度と比較すると，所得代替率という点でドイツの
年金制度は最下位に位置付けられる14）。ドイツにおいては公的な保険シス
テムが不十分であるために，僅かな収入しか有しない者にとっての老齢期
の貧困リスクは他国に比して著しく高いものといえる。
2 ．オーストリアの規制
　ドイツと同じく，オーストリアの公的老齢保障も，原則的には労使折半
et al. (2004) 及び Schulze Buschoff (2016a) を参照されたい。
13）　OECD (2014), S. 147.
14）　もっとも，OECD が用いるこのような指標に対しては批判が存する。この
点には留意すべきであろう。 かかる批判を述べる者としては， 例えば，
Fachinger/Künemund (2009) を参照されたい。
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で保険料を負担し，また，等価原則に基づく保険制度をとる。しかし，ド
イツとは対照的なことに，オーストリアにおいては，就業者の保護を目的
として，老齢保障の ₁ 階部分，すなわち，公的な老齢保障制度の強化が進
められてきた。1998年の法定年金保険の改革においては，従前は保険加入
の対象とされてこなかった自営業者を含む全ての就業者が例外なく公的保
険に包摂されることとなった。社会政策的に見れば，法改正によって一貫
して制度の改善と欠点の穴埋めが行われてきた点にオーストリアの長所が
存するといえる。その結果として，例外的な条件を定めることなく，あら
ゆる就業者にとって明瞭・透明かつ包括的な規制が存在しているものとい
える。オーストリアにおいては，1998年の法定の年金制度改革の中で，制
度の改善と欠点の穴埋めを目的として，新たな自営業者（Neue Selbst-
ständige）というカテゴリーが導入されたほか，被用者概念が具体的に規
定され，また複業従事者の保険料算定等についても規制がなされることと
なった。この改正により，争いが生ずるケースについては，就業者は「新
たな自営業者」のカテゴリーに分類されることとなった（つまり，このカ
テゴリーが受け皿とされることとなった）。
　オーストリアにおいては，原則，全ての就業者に対して一定の生活水準
を保障することを目的として年金制度の ₁ 階部分が補強されたのであっ
た。他方，ドイツにおいては， ₁ 階部分は衰退化し，その衰退化した部分
の穴埋めは，（任意加入の）民間の年金あるいは企業年金に委ねられるこ
ととなった。確かに，オーストリアの制度もまた，ドイツの制度と同様
に，強固なまでに等価原則に根差したものであり，また，そのために，僅
かな収入しか有しない者や就業記録・保険加入記録が断続的となる者に対
するネガティブな効果をも孕む。しかし，オーストリアにおいては，より
高い給付水準や最低保障水準が存することによって，こうしたネガティブ
な効果が著しく緩和されているものといえる。保障水準に関するドイツ・
オーストリアの相違は著しい。オーストリアの年金給付水準が高い理由
は，とりわけ，保険料率が高いことによるものである。2016年現在，オー
ストリアの被用者は所得のうちの22.8％を年金保険料として納付している。
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オーストリアにおいては，社会におけるコンセンサスとして，年金保険に
対してより高額の保険料率を設定することが合理的であり，かつ，経済競
争力を害することなく実行可能なものとして理解されているものといえ
る15）。
　オーストリアにおいては，納税告知書（Steuerbescheid）に基づく収入
額が自営業者の保険料算定の基礎となる。2016年において，自営業者の保
険料は18.5％に設定されていた。被用者と自営業者の保険料率には差異が
存するが，この差については，「連邦によるパートナー給付（Partnerleis-
tung des Bundes）」と呼ばれる連邦の資金によって補塡されることになる。
3 ．オランダの規制
　オランダの年金制度は ₂ 階建てで構成される。 ₁ 階部分は公的な基礎年
金制度（AOW：Algemene Ouderdomswet）であり， ₂ 階部分は準強制加
入の所得額に応じて支給される付加的な企業年金制度である。オランダで
は，1957年に，法定の年金制度である AOW が導入されたことによって，
包括的な公的基礎年金システムが導入されることとなった。AOW は賦課
方式をとり，オランダ国内に居住するあらゆる者を強制加入させる老齢保
障制度である。AOW の保障する基礎年金は，就業期間中に支払われた保
険料額には左右されずに，支給されるものである。
　オランダ政府は，65歳以上のあらゆる国民に対して公的な基礎年金を提
供している。その際には，当該国民がオランダ国内に居住していることだ
けが考慮され，就業活動の有無は重要視されない。つまり，就業活動に一
度も従事したことがない住民や僅少就業者もまた，公的年金の請求権を有
することとなる。その者が困窮状態にあるかどうかの審査も行われない。
　また，この公的基礎年金の下では，あらゆる受給者に対して平等に年金
受給額の最高額が定められている。この最高額は法定の最低賃金に基づい
て算定される。そして，各保険年度においては，AOW の基礎年金受給権
15）　Blank et al. (2016), S. 23 ff.
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のうちの ₂ ％が積み増しされることとなる。15歳から65歳までの間に
AOW の被保険者として扱われない期間を有する者，すなわち，この間に
オランダ国内に居住していなかった期間が存する者については，満額での
基礎年金請求権は認められない。この場合，満額の保険給付額から，被保
険者ではなかった期間 ₁ 年間につき，満額給付の ₂ ％相当額が減額される
こととなる。このような公的な基礎年金は租税に似た保険料によって運営
されている。今日において，法定の年金制度から支給される給付額は，50
年間連続して被保険者資格を有した独身者を例とすれば，月額約1,100ユ
ーロ（税込）となる16）。
　老齢基礎年金は，従前は非正規就業者であった者についても，その老齢
期における貧困を防ぐための所得保障を提供するものである。このことは
オランダにおいてパート労働者の雇用が著しく拡大したことの一因といえ
よう17）。また，従属的雇用から自営業へと就業形態が切り替わるとして
も，そのことは，当該就業者に対する公的保険制度からの老齢保障給付額
には何ら影響を及ぼさない。給付額の決定に際してはオランダ国内での居
住期間のみが重要となるのである。もっとも，老齢保障の ₂ 階建て部分，
すなわち，企業年金ないし産業別基金（Branchenfond）が重要な役割を
担うということもまた，オランダの制度上の特徴といえる。オランダにお
いては，約90％の被用者がこのような年金契約を締結している。一人自営
業者はこれまでのところ，産業別基金からは排除されているものの，こう
した状況は変えられようとしている。すなわち，試験的なプロジェクトと
して，今日，建築業界における産業別基金に自営業者を加入させることが
検討されている18）。
　他の EU 諸国との比較でいえば，オランダにおいては，流動的な就業キ
ャリアを有する非正規就業者や一人自営業者にとっての老齢期の貧困リス
クは抑制されているものといえる。全ての居住者と同様に，これらの者も
16）　Thalen (2016).
17）　Klammer (2000), S. 317.
18）　Bitter (2016).
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また，老齢期の貧困を防ぐための基礎年金を受給できるのである。
　最後に，これまで述べてきた各国の老齢保障制度については，次の表の
ようにまとめることができる。
ドイツ・オーストリア・オランダの老齢保障制度の比較表
ドイツ オーストリア オランダ
₁ 階
部分
法定の年金保険
・被用者については強制
加入。
・自営業者については，
約1/4のみが強制加入
の対象とされる。
・保険給付額は収入や就
業記録に左右される
（等価原則に基づく）。
就業者保険
（Erwerbstätigenversicherung）
・自営業者や僅少的就業
者を含む全ての就業者
が強制加入の対象とさ
れる。
・保険給付額は収入や就
業記録に左右される
（等価原則に基づく）。
基礎年金
・自営業者を含む全居住
者を包括的にカバーす
る。
・保険給付額は一律に算
定され，納付した保険
料の額や就業記録には
左右されない。
₂ 階
部分
企業年金
・被用者の半数強が加入。
・一人自営業者は企業年
金の請求権を有しない。
企業年金
・被用者の34％が加入。
・一人自営業者は企業年
金の請求権を有しない
ものの，2008年以降，
法 定 の 退 職 金 制 度 
（Abfertigungsregelung）
の対象とされる。
企業年金ないし産業別基金
・これらの年金・基金が
中心的な役割を担う。
・被用者の90％強が加入。
・一人自営業者にはこれ
までのところ（まだ）
請求権が認められてい
ない19）。
₃ 階
部分
任意加入の民間の年金保険
・リースター年金（被用
者及び一部の自営業者
が加入）は税制上の優
遇を受ける。
・一人自営業者はリュー
ルップ年金を受給でき
る（同様に，税制上の
優遇を受ける）。
任意加入の民間の年金保険 任意加入の民間の年金保険
・多くの場合，税制上の
優遇を伴う。
　出典：Blank et al. (2016); Conen et al. (2016); Schulze Buschoff (2016b); Zeibig (2011).
19）　今日では，建築業界の産業別基金に自営業者を加入させることが検討されて
いる。この点については，Bitter (2016) を参照。
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IV．自営業者のための EU レベルでの社会政策？
　以下では，自営業者及び流動的な就業キャリアを有する者が陥りうる老
齢期の貧困を防ぐための社会政策上の規制が EU レベルにおいて存するの
か否かをみていく。
　ヨーロッパの多層的な制度（Mehr-Ebenen-System）において，社会的
な権利を保障する仕組みとして，第一には，国際法のレベルで EU 加盟国
が批准した条約が存在する。例えば，欧州社会憲章（Europäische Sozial-
charta）や欧州人権条約（Europäische Menschenrechtskonvention）そし
て ILO 条約などを挙げることができる20）。社会的権利に関する加盟国法
と国際法の関係を述べると，個々の加盟国法に対して，共同体法が優先す
ることとなる。ヨーロッパの多層的な制度の中では，こうした社会的権利
が摩擦なく保障されているというわけでは決してない21）。
　さらに，ヨーロッパの政策的な文脈でいえば，経済政策と社会政策が設
定する目的同士の間で均衡がとれていないことも考慮されるべきであろ
う。すなわち，経済政策に比して，社会政策の役割は劣後しているのであ
る。域内市場や通貨同盟に関する規制は，加盟国による国内法上の労働市
場政策や社会政策を制限するものといえる。
　欧州委員会が1980年代及び1990年代において，社会政策に関する権限を
拡大してきた一方で，今日では，この当時の功績を置き去りにして，政策
を逆戻りさせようという傾向が際立っている。1980年代及び1990年代にお
いては，例えば，労使をコミットさせる形での社会対話（sozialer Dialog）
が強化されていった。その際に，労使間協定（Sozialpartnervereinbarun-
gen）は重要な役割を担ってきた。かかる協定は，欧州委員会からの指令
提案という形式で閣僚理事会へと提出されていた。非正規雇用に関してい
20）　また，社会保障制度の調整に関する規則（EU-VO 883/2004 für die Koordi-
nierung der sozialen Sicherungssysteme）も参照。
21）　Schlachter (2016), S. 478.
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えば，欧州委員会が主導した労使間協定に基づき，パート労働22），有期労
働23），派遣労働24）における労働条件に関する指令が法的拘束力を備えたも
のとして制定されてきた。これらの指令は，非正規就業者の最低労働条件
の定立と彼らへの差別の禁止を目的とし，加盟国において国内法化されな
ければならないものであり，多くの加盟国において，著しい法の発展をも
たらしてきたのであった。しかし，2000年初頭以降，社会対話の意義は減
退している。特に，通貨危機以降，社会対話は欧州委員会による支援をほ
とんど得られず，また，通貨危機に端を発する政策によって著しく弱体化
されていった。今日では，社会対話に基づき，拘束的な協定が成立するこ
とはなく，そのために，EU における社会的な側面は著しく後退している
といえる25）。
　1990年代の末期以降，労働市場政策及び社会政策分野の中で，拘束力を
有する形での EU レベルの規範設定が重要性を失ってきた一方で，拘束力
のない形で各国の政策を調整しようという動きはさらに進んでいる。EU
ないし EU 加盟国は，EU 雇用戦略（Europäische Beschäftigungsstrategie 
（EBS））に沿って，拘束力を伴わない形で各国間の調整を行うためのアプ
ローチとして，リスボン条約において挙げられていた「裁量的政策調整方
式（Offene Methode der Koordinierung（OMK））」を用いている。この裁
量的政策調整方式は，加盟国における政策の計画，計画の実行，検討及び
調整といったような，年度を単位としたプログラムの形式で用いられてい
る。2011年にシックスパック（Sixpack）が導入されて以降26），この裁量
的政策調整方式はいわゆるヨーロピアン・セメスター（Europäisches Se-
22）　RL1997/81/EG.
23）　RL1999/70/EG.
24）　RL2008/104/EG.
25）　Schellinger (2015), S. 13f.
26）　上述のシックスパックとは， 安定・ 成長協定（Stabilitäts- und Wachstum-
spakt （SWP））の強化を目的とした ₅ つの規則及び ₁ つの指令を含む計 ₆ つの
立法のパッケージを指す。詳細については，Bieling 2013. を参照されたい。
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mester）を構成する一部分となっている。これに基づいて，欧州理事会と
欧州委員会の関与の下で行われる毎年の手続きにおいては，年間の成長報
告書（Jahreswachstums-berichte）や各国の改革プログラム及び各国独自
の提言によって，各国の政策調整がなされる。
　OMK の基礎には，リスボン戦略（Lissabon-Strategie）が存したものの，
この戦略は2010年までの期限が定められたものであり，その後，欧州2020
戦略（Europa-2020-Strategie）に引き継がれることとなった。この新たな
戦略は，経済危機による各国労働市場への深刻な影響を背景として展開さ
れたものである。その重点は，リスボン戦略と同様に，特に成長と雇用増
大に置かれている。ここでは，就業の新たな目標数値として，2020年まで
に，20歳から64歳までの男女全体での就業率を75％にまで引き上げること
が述べられている。注目すべきこととして，この戦略の中で取りまとめら
れた要綱においては，明確に貧困への対処と社会的包摂の促進が目指され
ている。この点については，さらに，数量的な目標も示されている。すな
わち，EU 全体で，2010年から2020年までの間に，少なくとも，2000万人
の者を貧困と社会的排除から守るものとされている。しかし，2008年ない
し2009年以降，EU28カ国全体では，貧困に苦しむ者の数が ₁ 億1400万人
から ₁ 億2400万人へと上昇している。したがって，貧困層が1000万人増加
したことを踏まえれば，上記の目標を達成するためには，計3000万人を貧
困から救い出すべきことになろう27）。
　貧困の撲滅という目標を達成できるか否かは，労働条件や収入条件に左
右されることになるであろうし，また，労働関係・社会保障（特に老齢保
障）の改革がカギを握ることとなる。2001年のラーケン（Laeken）での
サミットによって導入された年金政策の調整に向けた動きは，EU レベル
ないしは裁量的政策調整方式としての政策であり，その中では，老齢期の
貧困の撲滅が中心的な目標の ₁ つとされていた。現在においては，年金政
策の調整という分野における諸種の目標の中でも，特に次の ₂ つの目標が
27）　Hacker (2014), S. 5.
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重要な役割を担うものといえる。すなわち，第一には，とりわけ，老齢期
の貧困を防ぐことを目的として，長期的に適切な水準の年金を保障しよう
という目標が挙げられる。そして，第二には，特に，人口動態の変化を踏
まえつつ，年金財政を持続的なものとすることが挙げられる28）。EU レベ
ルにおいては，最低保障としての要素を備えつつ，公的年金制度の給付水
準を引き下げるという財政強化の方向性が支持を得ているものといえる。
特に，今日に至るまで，欧州委員会は，人口動態を考慮して，就業者をよ
り長く働かせることや法定年金の受給開始年齢を引き上げること，財政を
一層倹約化すること，そして民間の老齢年金の積極的な活用に向けて苦心
している。金融危機が起こったにもかかわらず，資本市場に依存した民間
の老後保障の活用を意図しているのである29）。
　さらに，財政強化のために，最低保障としての要素を備えた公的な老齢
年金制度ないし ₁ 階部分における給付水準を引き下げることや年金制度の
₂ 階・ ₃ 階部分を強化するということも，EU レベルで支持される目標設
定に適うものといえる。つまり，これらは，就業者がより長く働かなけれ
ばならないということを意味するだけではなく，老齢期の経済的な保障に
ついては，民間ないし企業年金レベルでの保障がより求められるべきであ
るということを意味するものといえる。このような制度変更を志向するこ
とは，就業キャリアが流動的な者にとっては不利に作用する。彼らの多く
は低収入であり，それゆえに貯蓄能力が乏しいために，こうした制度変更
には限界があるといえる。一人自営業者や就業キャリアが流動的である就
業者は，（継続的に）企業に所属しているわけではないために，企業年金
への加入が認められないこととなる。社会保障は第一義的には公的な制度
の下でなされるものであり，その多くが市場の状況に左右される企業年金
や民間の年金においては，かかる保障を実現することは難しいといえよ
う。
　さらに，EU レベルでの経済政策に関する決定が雇用政策や社会政策あ
28）　Europäische Kommission (2012), S. 28 und 43.
29）　Schmähl (2012), S. 21; Hacker (2013), S. 15.
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るいは年金政策よりも多くの影響を労働条件や生活条件に及ぼしうるとい
うことは明らかである。トロイカ（EU，IMF，ECB）のプログラム国，
特に，ギリシャ，ポルトガル，スペインにおいては，最低賃金の引き下げ
や，非正規雇用，協約拘束力又は解雇に関する法規制の緩和といったよう
な措置が講じられている。これらの措置は社会的にみて誤った方向に舵を
切るものであり，貧困の撲滅といったような社会政策上の目的に逆らうも
のである。確かに，これらの措置の一部は期限付きのものではあるが，し
かし，全体としてみれば，人々の労働条件・生活条件に対する長期的な影
響が予想されうるものである30）。
　いわゆる「裁判官法」，特に欧州司法裁判所の判決もまた，非正規就業
者及び複業的な就業者の生活条件・労働条件に影響を及ぼす。その一例と
して，欧州司法裁判所の2014年12月 ₄ 日の判決を挙げることができる。同
判決は，EU 法の解釈として，自営的な役務提供者の最低報酬を規定する
労働協約は，当該役務提供者が「偽装自営業者（Scheinselbstständige）」
である場合にのみ，適用が認められることになると判断した31）。この判決
は，労働協約の適用範囲を著しく制限するものといえるであろうし32），自
営業者のワーキングプア（Erwerbsarmut）を撲滅しようという目標にも
矛盾することになろう。また，2014年 ₁ 月14日の欧州議会の決議である
「自営的就業者を含む全ての就業者の社会的保護（Sozialschutz für alle, 
einschließlich selbstständig Erwerbstätiger）」との関係においても，この
30）　Schellinger (2015), S. 3 f.
31）　EuGH, 4.12.2014 ─ C─413/13, NZA 2015, 55─57. なお，ドイツにおいては，労
働協約法（同法12a 条）により，被用者類似の者（arbeitnehmerähnliche Per-
sonen）のために，団体交渉を行い，労働協約を締結することも認められる。
このような規定は，特に，メディアや芸術分野において活用されている。
32）　この判決において，欧州司法裁判所は「偽装自営業者」という文言を用いて
いるが，実際には，ドイツ法でいうところの被用者類似の者に当たるような就
業者を念頭に置いているものと推測される。仮にそうだとすれば，少なくと
も，被用者類似の者（すなわち，経済的に従属した一人自営業者）について
は，なおも労働協約を締結できることになろう。
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判決は矛盾するものといえよう。この決議は，労使に向けて，「自営業者
が団体交渉によって保護されうるのか，また，されうるとして，どのよう
にして保護されうるのか」ということを検討するよう要請するものであっ
た33）。
　ところで，今日では，「欧州社会権基軸（Europäische Säule der sozialen 
Rechte（EPSR））」が EU における社会的側面の強化を目的として，イニ
シアティブを発揮している34）。このイニシアティブは，とりわけ，ジャン＝
クロード・ユンカー（Jean-Claude Juncker）が欧州委員会の委員長に就任
して以降，推し進められてきたものといえる。欧州社会権基軸は，「機会
の平等と労働市場へのアクセス」，「公正な労働条件」，そして「適正かつ
持続可能な社会的保護」という ₃ つの領域をカバーするものである。
EU における社会政策の危機を克服し，EU 圏内での結束を導くうえでも，
かかるイニシアティブが資するものとされている。確かに，このような目
標を設定することは野心的といえる。しかし，欧州社会権基軸は法的な状
況を変化させるものではない。欧州社会権基軸は新たな規制を生み出すも
のではなく，EU 法及び他の国際条約において既に存する社会的な規制を
まとめたものなのである35）。
　既存の法規制及び労働協約が遵守され，また，効力を発揮するようにコ
ントロールを行うことが流動的な就業キャリアを有する者を保護するため
の基本的な戦略といえる。EU における議論動向のまとめに代えて，この
点を強調しておきたい。つまり，法規制や労働協約に不足があるというよ
りも，むしろ，コントロール手段が十分とはいえないために，これらの法
規定や労働協約を効率的に実行に移すことができていないものといえるの
である。このことは，EU レベルにおいて存するパート労働指令，有期労
働指令及び派遣労働指令といったような法的拘束力を有する指令にも当て
はまることである。各国の行政文化に沿うような形で，かかるコントロー
33）　Haake (2016), S. 318.
34）　この点については，Europäisches Parlament (2017) を参照されたい。
35）　Seikel (2016b).
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ル措置（例えば，労働監督官制度を強化するなどの措置）を導入するよう
加盟国に対して要請することによって，「裁量的政策調整方式」の枠組み
においても，既存の法規制や労働協約が効率的に実行に移されることにな
ろう36）。
　最後に付言しておくと，労働法上及び社会法上の規制という観点から見
れば，プラットフォームエコノミーにおける新たな就業形態は特殊性を有
するものといえる。総じていえることとして，プラットフォームエコノミ
ーに対する規制を考えるうえでは，多くのプラットフォームが様々な可能
性を有しているということと規制には限界があるということが留意されな
ければならない。とはいえ，特に，サービス提供のアウトソーシングやオ
フショアリングによって，国内の労働市場に対して悪影響がもたらされる
ような場合については規制の必要があろう。このようなアウトソーシング
やオフショアリングは国境を越えて展開されうるのであり，特に，このよ
うな国境を越える現象に対しては，EU 規模での規制枠組みが求められよ
う。
　そして，国内法及び EU レベルのいずれにおいても，プラットフォーム
エコノミーにおける就業者が法政策上どのように分類されることになるの
か，すなわち，当該就業者が被用者として分類されることになるのか，そ
れとも，自営業者として分類されることになるのかということが重要とな
る。かかる就業者が自営業者として分類される場合には，EU レベルでい
えば，カルテル法が厳格に制約を及ぼすこととなる。すなわち，前掲注
31）の欧州司法裁判所の判決によれば，自営業者間の報酬協定（Preisab-
sprachen）は，カルテル法に従ってカルテルとして評価され，許容されな
いことになる。わずかに，当該就業者が「偽装自営業者」である場合に限
って，かかる協定が許容されることになる。加えて，法政策的には，例え
ば，「機能的な（funktional）」使用者概念や就業者の事業者としての発展
可能性（unternehmerische Gestaltungsmöglichkeiten）を手がかりとして
36）　Schmid (2015), S. 90.
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労働関係を定義づけることが要請されよう（この点については，（Klebe 
2017）を参照）。これによって，プラットフォーム上の就業者をより容易
に被用者として評価しうることになり，かかる就業者は被用者に認められ
る保護を享受することになろう。プラットフォーム上の就業者が従属的な
就業者なのかそれとも自営業者なのか。差し当たり，この点に関する国内
裁判所の判断によって，労働協約を通じた賃金・労働条件規制が許容され
る範囲・限界が画されることになろう。
V．小　　　括
　「新たな」自営業者と流動的な就業キャリアの下にある者を適切に公的
な老齢保障やその他の社会保障制度へと包摂するためには，彼らの就業キ
ャリアに目を転じることが必要となる。つまり，就業者の法的地位の変
更，流動的な就業形態の変更，所得の断続といった事情が考慮に入れられ
るべきであろう。そして，老齢期の貧困リスクの回避をできる限り広範か
つ包括的に保障することが重要となる。
　オランダにおいては，住民の権利（Einwohnerrecht）として，基礎年
金への加入（及び疾病保険への加入）が認められることによって，他の国
に比して広範な社会保障による保護が存するといえる。このような法定年
金制度が，就業記録や保険料の納付額に関わりなく，全ての住民に対し
て，貧困を防ぐための統一的な基礎年金を保障している。そのため，この
システムは労働市場の柔軟性が増加することに起因するリスクへの対処と
いう点でみて，保険料負担額に対応した給付設計を行う制度よりも説得力
のあるものといえる。このように，包括的な保障を行うことにより，すな
わち，従属的雇用と自営業を社会保障法上平等に取り扱うことによって，
従属的雇用を自営業へと切り替えて社会保険料の負担を「削減」しようと
する傾向や保護の欠缺を助長するような傾向に歯止めをかけることができ
るようになる。このような包括的な保障によって，流動的な就業キャリア
によって生じうるような保護の欠缺もまた防がれることになる。さらに，
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従属的雇用と自営業との境界付けが極めて困難となるようなグレーゾーン
が増加していることに対しても，かかる措置によって対応ができる。
　もっとも，オランダにおいても，十分な保障制度が存するとまではいえ
ない。特に，就業不能リスクに関していえば，一人自営業者への保護が欠
けているものといえるし，また，企業年金への加入という点でも，一人自
営業者に対する保護は欠けている。オランダにおいては，企業年金が重要
な役割を有しており，約90％の被用者が企業年金の請求権を有する状況に
ある。オランダの場合，通常，企業年金は産業別の基金によって運営され
るために，（1つの企業に所属しているわけではない）自営業者をも包摂す
ることは理論的には可能であろう。今日のオランダでは，試験的な取り組
みとして，建築業界に属する自営業者について，産業別年金基金への加入
を認めることが計画されている37）。
　ドイツでは，法定の老齢年金制度は，明確に保険原理に根差し，かつ，
強固なまでに等価原則に則している。就業記録における不就業期間や低額
の収入しか得られなかった期間は，年金給付額に反映されることとなる。
近時においては，就業記録に則したこうした年金制度の下では，所得再配
分の機能が欠けていることから，非正規就業者の老齢期の貧困が拡大する
のではないかという懸念が惹起されている。
　また，自営業者は問題を抱えた特殊なグループといえる。現状として，
自営業者の約 ₄ 分の ₁ の者だけが老齢保障システムに強制的に加入させら
れている。そして，この特別な制度の下においては，職業類型ごとに保険
の条件が大きく異なる。従前から保険に強制加入している自営業者だけで
はなく，その他の自営業者のグループも社会的なリスクにさらされてい
る。その多くは収入が低額であり，貯蓄能力も乏しいことから，特に老齢
期の貧困リスクにもさらされている。そのために，幾度となく，全ての職
業における自営業者に対する包括的かつ強制的な老齢保障が要請されてき
たところである38）。このような強制的な保障を実現するためのアプローチ
37）　Bitter (2016).
38）　Schulze Buschoff (2016b), S. 42.
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としては，以下の ₂ 点が考えられよう。すなわち，第一に，（民間の保険
者も含めて）保険者を自由に選択可能なものとして，いずれかの保険者が
運営する保険制度への加入義務を設けるというアプローチがある。そし
て，第二には，法定の年金保険への加入義務を設けるというアプローチを
挙げることができる。
　法定の年金保険が様々な給付を規定していること，すなわち，老齢年金
のほか，就業能力の減少に対する年金（Erwerbsminderungsrenten）や遺
族年金，リハビリテーション措置の実施といった給付を規定していること
は，法定年金への加入義務を設けるアプローチを肯定する判断材料といえ
る。また，法定年金による年金給付は連帯的調整（Solidarausgleich）と
いう性格をも含むのである。このような調整の仕組みは，民間のシステム
ないし市場を介した多くの保険システムの下では実現することが困難であ
ろう。さらに，保険者を選択可能とした場合，保険加入義務が遵守されて
いるか否かを審査することや，異なる保険者間で請求権を調整するために
高度な管理技術を要することとなろう。これに対して，流動的な就業記録
を有する自営業者についても法定年金への加入義務を設ける場合には，仮
に自営業と従属的雇用との間での地位の変動があるとしても，保険制度は
変更されないまま，保険料支払の安定性が確保されることとなる。このこ
とは，特に，現在において，保険加入記録が断続的である者にとってメリ
ットとなる。
　オーストリアでは，ドイツと同様に原則として労使折半の保険料負担の
仕組みをとりながら，近時においては，「一人」自営業者を例外なく法定
年金システムへと包摂している。就業者の保護を目的として，年金の ₁ 階
部分を強化するという選択が一貫してなされているのである。
　オーストリアの経験は，保険料を労使が折半することを基礎とするシス
テムにおいても，例外的な条件を定めることなく，自営業者や僅少就業者
を含む全ての就業者に対して，明瞭・透明かつ包括的な規制が適用されう
ることを示すものといえる。1998年の法改正以降，一貫して制度改善と欠
点の穴埋めを行ってきた点に，オーストリアの明確な強みが存するものと
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いえる。
　さらに，オーストリアにおける2008年の法改正により，自営業者につい
ても法定の退職金規定の適用が拡張されたことは，同国が，老齢保障の ₁
階部分のみならず， ₂ 階部分においても，自営業者のための有効な規制を
講じることに成功していることを示しているものといえる39）。
　他方，EU レベルでいえば，非正規就業者及び自営業者の社会的保護に
関する政策動向は矛盾を孕むものといえる。例えば，欧州議会が団体交渉
において自営業者を保護することについて賛意を表する一方で，欧州司法
裁判所の判決は，自営業者のための労働協約を認めず，わずかに，「偽装
自営業者」のための労働協約を認めるにとどまる。そのため，同判決は，
流動的な就業キャリアを有する者に対する協約による保護を困難なものと
する。特に，欧州司法裁判所のこの判決は協約自治といったような社会的
権利との間で緊張関係に立つ。こうした事情を背景に抱えながら，また，
経済政策上追求される目的が社会政策上の目的に優位するという現状を考
慮に入れたうえで，協約秩序（Tarifordnungen）や各国における社会的な
制度を EU の本部であるブリュッセルやルクセンブルク（欧州司法裁判所）
による介入から守ることが求められよう40）。
　ところで，2006年において，欧州委員会は労働法に関する緑書（Grün-
buch）を公表していた。そこでは，特に，従属的雇用と自営業の間のグ
レーゾーンにいる就業者に対する労働法上の保護に関する具体的な提案が
なされていた。この緑書は，基本的には，被用者としての地位を有する者
を越えて労働法の適用を拡大することや経済的に従属し，かつ，自ら役務
を提供している全ての者に対して基本的な保護をもたらすというアプロー
チを支持するものといえる41）。労働市場の二極化，EU 各国における非正
規（その多くは不安定）就業の増加，そして，流動的な就業キャリアの増
加といったような傾向が見受けられることを踏まえつつ，先に述べた緑書
39）　Zeibig (2011), S. 242ff.
40）　Seikel (2016a), S. 8.
41）　European Commission (2006), S. 12.
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が示すような議論を再開し，EU レベルで，現代労働法の基礎として，最
低条件を規定することが早急に求められているものといえよう42）。
　最低条件を規定することは，EU における社会的な側面を強化するため
の適切なアプローチといえよう。社会国家を目指してこのような最低条件
を設定することによって，ダンピング競争に歯止めがかかり，加盟国にお
ける経済的及び社会的な発展が促進されることになるであろう43）。労働市
場政策及び社会政策の領域においては，このことは EU 全体で統一的な基
準を設定するということを意味するのではなく，加盟国が自国に特有の事
情を考慮しながら，例えば，最低保障条件や最低限度の報酬代替率（Min-
dest-Lohnersatzraten）といったような実行に移しうる調整的な（regulati-
ve）基準を設定することを意味する44）。もっとも，スト権，団結権，賃金
について，EU が立法権限を有するわけではないことには留意を要す
る45）。つまり，一例を挙げれば，条約改正を行わなければ，ヨーロッパに
おける最低賃金規制は講じ得ないということになる。
　2017年 ₁ 月19日，欧州議会は欧州社会権基軸に関する決議（2016/2095
（INI））を賛成多数で採択した。この決議においては，EU の条約におけ
る社会的目的の遵守と貧困の撲滅が要請されていた。この決議の中で，欧
州議会は，「全ての就業形態において人間らしい（menschenwürdig）労働
条件を保障する枠組み指令を提案するよう，ソーシャルパートナー及び欧
州委員会に要請する。……また，この枠組みにおいて，既存の最低基準を
……新たな就業関係にまで拡大することを提案する。」と述べている46）。
　このように，欧州議会はソーシャルパートナー及び欧州委員会に対し
て，全ての就業形態において人間らしい労働条件を保障するような枠組み
指令を共同で提案するよう要請しているのである。この決議がどういった
42）　Casale/Perulli (2014).
43）　Seikel (2016a), S. 11.
44）　Busch (2005), S. 44 und Seikel (2016a), S. 10.
45）　EU 運営条約153条 ₅ 項を参照。
46）　Europäisches Parlament (2017), S. 13.
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影響を有するのかは未だ明らかではない。ソーシャルパートナーや欧州委
員会がこの要請に従うのか，また，そのような枠組み指令を起草するのか
は，今後の動向を見なければならない。さらに，かかる要請が遵守され，
枠組み指令が起草されるとしても，それが既存の法規制を越えるものなの
か，あるいは単に既存の法規制の遵守を要請するに過ぎないのかについて
は，なおも疑問が残る。かかる決議は社会的な側面の強化や流動的な就業
キャリアを有する者の社会的な保護を強化するための大きな歩みとはいえ
ないのであろう。今日においては，就業キャリアの流動化が進んでいるも
のの，EU レベルの政策はこうした現状を十分には考慮していない。これ
までのところ，かかる就業形態に対する社会的な保護をめぐる EU の動向
は矛盾を孕み，また不十分なものといえよう。
　EU における社会的な側面を強化し，また，経済政策上の目的と社会政
策上の目的との間に存する歪みを克服するためには，自営業者や非正規就
業者，流動的な就業キャリアの下にある者を含む全ての就業者に対する社
会的な保護を強化することが前提条件となる。EU における社会的側面の
強化とは，第一に，EU における不平等と所得格差を是正し，また，貧困
を防ぐことを目的とするものでなければならない。低賃金かつ僅かな社会
的保護を与えられるに過ぎない非正規就業や柔軟な就業関係を今後も経済
政策における頼みの綱とすることは得策とは言えないであろう47）。
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